
指定通所介護（デイサービス） 

介護予防・日常生活支援総合事業指定通所型サービス 

重要事項説明書 
この重要事項説明書は 2025 年 4月 1 日現在のもので、今後変更することがあります。 

 

１．指定通所介護の運営方針 

（１） 要介護認定を受けた方が、自宅での生活を続けていけるように、身体機能の維持・   

向上を目指し、機能訓練や、他者との交流を通して社会的孤立感の解消や認知症予

防を図ります。 

（２） 要介護状態の軽減や悪化の予防に役立つよう、目標を設定し、計画的に行います。 

（３） 利用者の｢人権｣を尊重します。サービスの質を評価し、常に改善を図ります。 

      地域や家庭との結びつきを重視した運営を行い、市町村、居宅支援事業者、居宅サ

ービス事業者、他の保険医療や福祉サービスを提供する者との密接な連携に努め

ます。 

２．指定通所介護の概要 

（１） 事業所名・所在地・指定番号・サービス提供地域 

事業所名 生協宇摩リハビリデイサービス 

所在地 四国中央市寒川町 2912-1 

介護保険事業者番号 3810910178 

通常のサービスを提供する地域 四国中央市（三島地域、土居地域） 

通常のサービスを提供する地域以外の方もご相談下さい。 

（２）  職員体制 

一、管理者  1名（常勤兼務） 

管理者は、事業所の従業者の管理及びサービスの利用の申込みに係る調整、業

務 の実施状況の把握その他の管理を一元的に行う。また、事業所の従業者に

法令及びこの規程を遵守させるため必要な指揮命令を行う。 

二、生活相談員 1名以上（常勤兼務 1名以上） 

生活相談員は、利用者及び家族からの相談を受けること、サービスの業務に従

事するとともに、サービスの利用の申込みに係る調整の補助を行う。 

三、看護職員 1名以上（非常勤兼務 1名以上） 

看護職員は、利用者の健康管理の業務に当たる。 

四、介護職員 ３名以上（常勤専従２名以上、常勤兼務１名以上） 

    介護職員は、利用者の日常生活上の世話又は支援等に当たる。 

五、機能訓練指導員 ２名以上（常勤専従１名以上、非常勤専従 1名以上） 

    機能訓練指導員は、利用者の機能訓練の実施に当たる。   

 

職員の他、愛媛医療生協の組合員がボランティアで参加しています。 

 

 

 



（３） 営業時間 

月曜から金曜日 8時 30分～17時 15分 

休日：土曜日、日曜日、祝祭日、8/15、12月 30日～1 月 3日 

 （臨時休業についてはその都度お知らせします。） 

（４） サービス提供時間 

月曜から金曜日 8時 30分～17時 15分 
（プラン内容により実際の提供時間が変わります） 

（５） 利用定員数   25 人 

 

３．指定通所介護、介護予防・日常生活支援総合事業指定通所型サービスご利用について 

（１） 介護保険の要介護・要支援認定を受けることが必要です。 

    相談窓口 

生協宇摩リハビリデイサービス 柴垣 春可 

ご不明な点があれば、お尋ねください。 

電話  0896-25-0046 

 

４．サービスの提供方法・内容・利用料 

（１） 利用料は介護報酬の告示上の額とし、そのサービスが法定代理受領サービスである 

  ときは、利用料のうち各利用者の負担割合に応じた額の支払いを受けるものとし

ます。 

一、サービス計画の作成 

    二、サービス（訓練、送迎、入浴、食事提供等）の提供 

    三、居宅介護支援事業所、居宅介護サービス事業所、市町村等との連絡調整 

（２） レクリエーションなどの参加時に実費（各種入園料等）をいただく場合があります。 

（３） 食事代 500円、おやつ代 50円が実費負担になります。また、特別行事食の場合に 

は、実費の不足分を追加徴収する場合があります。 

（４） 介護上必要と思われるオムツ等は、後日、利用料と一緒に実費で負担していただき 

ます。 

 

５．サービス提供記録の記載・保管 

    サービスを提供した際には、その提供日及び内容、利用者に代わって支払いを受

ける介護給付の額、その他必要な記録を所定の書面に記載し、その完結の日から 5

年間保管します。 

 

６．サービス利用に当たっての留意事項 

（１） サービスの利用にあたっては、利用申込者叉はその家族に対し、重要事項を記した

文書を交付して説明を行い、利用者・家族代表の同意を得ます。 

（２） 利用者がサービスの提供を受ける際に留意すべき事項は次の通りとします。 

一、施設の設備及び備品の利用にあたっては、従業者の指示叉は設備等の取扱要項に

従い、適切な方法により当該設備等を使用するとともに、事故のないよう細心の

注意をお願いします。 



二、健康状態に異常がある場合には、その旨を申し出てください。 

三、体調によっては、入浴等を中止する場合があります。 

四、貴重品は持参しないようお願いします。紛失時の、責任は負いかねます。 

 

７. サービスの終了について 

次のいずれかに該当する場合、終了となります。 

（１）利用者または家族が、終了を決めた場合  

（２）利用者が要介護等認定において自立と判定された場合  

（３）介護保険施設サービス等を受けた（入所・入院された）場合  

（４）利用者の病状、心身の状態が著しく悪化し、サービスの利用は困難と医師が判

断した場合  

（５）3か月を超えて利用がない場合（入院等やむを得ない場合を除く）  

（６）他の利用者または職員に対して、サービスの実施が困難となる程度の迷惑行為

を行い、その改善が認められない場合  

（７）支払期日から 2か月以上遅延し、さらに支払いの督促から 14日以内にお支払い

がない場合 

 

８． 緊急及び事故発生時の対応 

（１） 緊急時等における対応 

    従業者は、サービス提供を行っている時に利用者に病状の急変が生じた場合、そ

の他の緊急事態は、速やかに医師・親族・居宅介護支援事業所等への連絡、対応

を行います。また、その経過を記録して残します。 

（２） 事故発生時の対応など 

    事業所は、事業所のサービス提供により事故が発生した場合には速やかに親族・

当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講

じます。事故が発生した場合は全て市町村に報告いたします。 

    事業所は事故が生じた際には、その原因を解明し、再発生を防ぐための対策を講

じます。また、その経過の記録を残し、その完結の日から 5年間保存します。 

 

９． 損害賠償責任 

（１） 事業所は、本契約に基づくサービスの提供にあたって、利用者の生命・身体・

財産に損害が発生した場合は速やかにご家族に連絡を行うとともに必要な措置

を講じます。 

（２） 前項の場合において、当該事故の発生につき事業者の故意若しくは重大な過失

がある場合には損害を賠償いたします。 

 

１０.  秘密保持等 

（１） 利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚

生労働省が作成した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱い

の為のガイダンス」を遵守し適切な取り扱いに努めていきます。 

（２） 事業者及び職員は、業務上で知り得た利用者およびその家族に関す個人情報の提



供は必要最小限とし、サービス提供に関わる目的以外は決して使用しません。利

用者とのサービス利用に関わる契約の締結前からサービス終了以降において、ま

た、職員の退職後も第三者に漏らしません。 

（３） 事業者は利用者に医療上、緊急の必要がある場合には、医療機関等に利用者に関

する心身等の情報を提供できるものとします。 

 

１１. 非常災害時の対応 

（１） 非常災害に関する消防計画及び風水害、地震等の災害に対処するための計画を作

成し、事業所の見やすい場所に掲示します。 

（２） 前項の計画に基づき、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、そ

れらを定期的に事業所の職員に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必

要な訓練を行います。 

（３） 非常災害に備え、施設内に飲料水、日用品等の備蓄３日分程度を常備しています。 

 

１２. 衛生管理等 

（１） 「介護職員のための感染症対策マニュアル」に則って、感染対策を講じます。 

（２） 食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じ保健所の

助言、指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 

 

１３. 虐待防止について 

虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じるものとする。 

（１） 虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その

結果について、従業者に周知徹底を図る。 

（２） 虐待の防止のための指針を整備する。 

（３） 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。 

（４） 前 3号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く。  

（５） サービス提供中に当該施設従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養 

護する者）による虐待を受けたと思われる入所者を発見した場合は、速やかに、

これを市町に通報するものとする。 

 

１４. 身体拘束適正化について 

原則として利用者に対して身体拘束を行わないものとする。ただし、自傷他害等の 

恐れがある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが 

考えられるときは、利用者に対して説明し同意を得たうえで、必要最小限の範囲内で 

行う。その場合は、身体拘束を行った日時、理由及び様態等についての記録を行うこ 

ととし、議論を行い早期に拘束を解除する努力をします。 

 

１５. 業務継続計画の策定等 

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する本サービスの提供を継続的に実施

するための計画、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続

計画」という）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。 

（１）施設は従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓



練を年に 1回以上に実施します。 

（２）事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変

更を行います。 

 

１６. ハラスメント対策の強化 

適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越

的な関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより職員

の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じていきま

す。 

またカスタマーハラスメント（利用者やその家族などからの著しい迷惑行為）の防止に

も取り組みます。職員の心身に危害が生ずるおそれがある場合であって、その危害の発生、

再発生を防止することが著しく困難な場合、当該従事者ないし本事業所が利用者へサービ

ス提供することが困難となり契約解除を行う場合があります。 

 

１７. 提供するサービスの第三者評価の実施状況について 

（１） ISO9001認証取得しています。 

（２） 2022年 6月 17日に更新審査を受け、8月 10日に ISO認証更新が認められました。 

（３） 実施評価機関は、『ビューローベリタスジャパン株式会社』です。 

（４） 審査結果は開示しています。 

 

１８.  サービス内容に関する苦情 

指定通所介護に関するご相談・苦情を以下で承ります。 

   部          署 職  名 氏      名  電  話  番  号 

生協宇摩診療所 リハビリ 

デイサービス 

管理者 柴 垣 春 可 0896-25-0046（直通） 

生協宇摩診療所 事務長室 事務長 篠 﨑 繁 靖 0896-25-0114（代表） 

愛媛医療生協 総務部 部長 渡 部 啓 子 089-990-8820（代表） 

生協宇摩診療所 事業所利用委員会 委員長 三 宅 淳 雄 0896-25-0114（代表） 

上記相談窓口受付時間は、平日 9:00～17:00 です。 

 

当法人以外のサービス相談窓口 

機関名 電話番号 時間 

愛媛県国民健康保険団体連合会 089-968-8700 平日 8:30～17:15 

四国中央市福祉部介護保険課   0896-28-6025 平日 8:30～17:15 

愛媛県福祉サービス運営適正化委員会 089-998-3477 平日 9:00～12:00 

   13:00～16:30 
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